
長野県ＳＤＧｓ推進企業登録制度の登録状況等について
産業労働部　産業政策課

1 登録者数 （累計 2527

【内訳】

第   １期 ・・・ 80者 （令和元年５月20日から６月末まで）

第   ２期 ・・・ 82者 （令和元年７月１日から９月末まで）

第   ３期 ・・・ 70者 （令和元年10月１日から令和２年１月10日まで）

第   ４期 ・・・ 145者 （令和２年１月11日から３月末まで）

第   ５期 ・・・ 101者 （令和２年４月１日から６月末まで）

第   ６期 ・・・ 69者 （令和２年７月１日から９月末まで）

第   ７期 ・・・ 106者 （令和２年10月１日から令和３年1月12日まで）

第   ８期 ・・・ 143者 （令和３年１月13日から３月31日まで）

第   ９期 ・・・ 176者 （令和３年４月１日から６月30日まで）

第 １０期 ・・・ 173者 （令和３年７月１日から９月30日まで）

第 １１期 ・・・ 184者 （令和３年10月１日から12月31日まで）

第 １２期 ・・・ 163者 （令和４年1月１日から３月31日まで）

第 １３期 ・・・ 116者 （令和４年４月１日から６月30日まで）

第 １４期 ・・・ 114者 （令和４年７月１日から９月30日まで）

第 １５期 ・・・ 100者 （令和４年10月１日から12月31日まで）

第 １６期 ・・・ 121者 （令和５年１月１日から３月31日まで）

第 １７期 ・・・ 114者 （令和５年４月１日から６月30日まで）

第 １８期 ・・・ 96者 （令和５年７月１日から９月30日まで）

第 １９期 ・・・ 76者 （令和５年10月１日から12月31日まで）

第 ２０期 ・・・ 91者 （令和６年１月１日から３月31日まで）

第 ２１期 ・・・ 88者 （令和６年４月１日から６月30日まで）

第 ２２期 ・・・ 44者 （令和６年７月１日から９月30日まで）
第 ２３期 ・・・ 42者 （令和６年10月１日から12月31日まで）
第 ２４期 ・・・ 33者 （令和７年１月１日から３月31日まで）
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2
    ※登録上の産業区分とは、主たる業務内容について、申請者が日本標準産業分類の大分類により区分したもの

3

82 3.2%

学術研究・専門・技術サービス業 74 2.9%

0.0%

林業

61

医療・福祉　 48 1.9%

運輸業・郵便業

40

複合サービス事業

1.7%

57 2.3%

44

0.1%

産業別の登録状況

2.4%金融・保険業　

サービス業（他に分類されないもの）　

農業　

漁業

情報通信業　

産業区分 

構成比登録者数業種

755 29.9%建設業　

製造業　 657 26.0%

1.6%

電気・ガス・熱供給・水道業　

鉱業・採石業・砂利採取業

23

0.7%

教育・学習支援業　 21

0.9%

卸売・小売業　

37 1.5%

235 9.3%

宿泊業・飲食サービス業

1

計 2527 100.0%

28 1.1%

分類不能の産業

生活産業サービス業・娯楽業

87 3.4%

17

不動産業・物品賃貸業 26 1.0%

232 9.2%

2

0.8%

建設業 755

29.9%

製造業 657

26.0%
サービス業（他に分類されないもの）

235 9.3%

卸売・小売業

232 9.2%

宿泊業・飲食サービス業

87 3.4%

その他産業, 561

22.2%

全登録企業等の産業区分



4 地域別の登録状況    （ 内側の円グラフは長野県10広域 ）

5 ＳＤＧｓ取組むゴール（ 複数回答 ）      取組むゴールの割合   回答数／有効回答

2527者

2522者

佐久, 228

上田, 203

諏訪, 315

上伊那, 190

南信州, 197

木曽, 34
松本, 456

北アルプス, 66

長野, 778

北信, 60

全申請者の事業所等の所在地
東信, 506, 

20.0%

南信, 693, 

27.4%

中信, 566, 

22.4%

北信, 762, 

30.2%

0.8%

0.5%

7.4%

2.7%

2.8%

1.1%

11.5%

22.0%

5.4%

1.0%

16.8%

11.7%

6.1%

1.0%

3.7%

1.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

貧困をなくそう［目標1］

飢餓をゼロ［目標2］

すべての人に健康と福祉を［目標3］

質の高い教育をみんなに［目標4］

ジェンダー平等を実現しよう［目標5］

安全な水とトイレを世界中に［目標6］

エネルギーをみんなにそしてクリーンに［目標7］

働きがいも経済成長も［目標8］

産業と技術革新の基盤をつくろう［目標9］

人や国の不平等をなくそう［目標10］

住み続けられるまちづくりを［目標11］

つくる責任つかう責任［目標12］

気候変動に具体的な対策を［目標13］

海の豊かさを守ろう［目標14］

陸の豊かさも守ろう［目標15］

平和と公正をすべての人に［目標16］

SGDs取組むゴール



6 アンケートの結果 （  複数回答  ）    ％は設問の回答割合  　回答数／有効回答2351者

704

798

62

88.6%

29.9%

33.9%

2.6%

0 200 400 600 800 1000 1200 1400 1600 1800 2000

自社活動とＳＤＧｓとの関わりを整理できた

ＳＤＧｓについて、社員一人一人の理解が深まった

目標設定を行い、全社で共有することで、ＳＤＧｓ達成への意識が高まった

その他

Ｑ１：登録申請の段階で、取り組んで良かったと思われる点はどのような点ですか （者）

1894

1567

846

25

80.6%

66.7%

36.0%

1.1%

0 200 400 600 800 1000 1200 1400 1600 1800 2000

ＳＤＧｓの観点を（更に）経営に取り込んでいきたい

ＳＤＧｓを推進していることを広くＰＲしていきたい

ＳＤＧｓの推進を関連企業や取引先企業に呼び掛けていきたい

その他

Ｑ３：登録企業として、今後、どのように取り組んでいきたいと考えていますか （者）

1251

725

785

210

15

93

53.2%

30.8%

33.4%

8.9%

0.6%

4.0%

0 200 400 600 800 1000 1200 1400 1600 1800 2000

ＳＤＧｓに対する知識が殆どなく、一から理解しなければならなかった

要件１、要件２の記載が難しかった

申請までに全社的な意識共有を図るのが難しかった

システムによる申請が分かりづらかった（難しかった）

制度の内容が想定していたものと違い、取り組む意義が感じられかった

その他

Q２：登録申請の段階で、困った点などはありましたか （者）

1714

1663

483

36

72.9%

70.7%

20.5%

1.5%

0 200 400 600 800 1000 1200 1400 1600 1800 2000

ＳＤＧｓに対する認知度の向上

公的機関による登録企業に対するメリットの付与

登録制度の国際標準化

その他

Ｑ４：今後、登録制度へ期待することはどんなことですか （者）


